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　Ｐ.Ａ. Samuelson によって，導入され了こ動学的安定条件はKeynes体系の如く，従来の極大
効用，極大利潤を以て安定条件となし得ない均衡方程式を分析する上に，有力な手段を提供するこ
とになっ了こ.J. Ｒ. Hicksによって絹織的な形をとっ7こと考えられる比較静学は，均衡方程式の
中に含まれる未知数がparameterの変化によって如何に変化するかを考察するもので，この7こめ
に個人の消費行動では極大効用，企業の生産行動では極大利潤の条件を，安定条件として利用する
ことが出来る．然しKeynes体系では斯る条件は利川し得ないのであるから. Hicksではこのよ
うな場合の比較静学を考察することは不可能でめった. Samuelsonの動学的安定条件によって始
めて，これが可能になっ7このである．すこだSamuelsonの比較静学はparameterの変化に対する
未知数の変ｲﾋﾟを微係数で表わし，其の正負を判定するところの言わば質的変化の考察である．然し
比較扉学としては，更に量的な意味の考察にまで進みえないであろ’うか. Samuelsonのみなら
すHicksも質的変化を比較静学において考えているのである炉，比較静学ぱ量的変化にまで進む
ことによってーうの進歩をみるのではないであろうか．これは今後における問題であると思われ
る．本稿は弾力性係数を用いてこのような試の一つを行わんとするもので, O. Langeの論文
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）"Theoretical Derivation of Elasticities of Demand and Supply : The Direct Method” に
よって弾力性の直接法なる計算法を利用し7こものである．
　以下本稿においては先づ一財の市場における弾力性の動学的安定条件を求め，次に,多数財市場の
安定条件を求め，これとHicks安定条件との関係を考察し，最後にKeynes体:系の比較静学につ
いて述べよう．
゛　註　CO See Ｅｃｏｎｏｒｎｅtｎｃｏ,　Ｘ(1942),193-214.
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　一般に需要或は供給の弾力性は次の如く表現せられる．先づ需要函数x = <i(ip)にっいては蝉力
性は
dｘ　.ｘ　　ｄｘ
^ dp ■ p°二
立
　j･
(1)
である．ここでj･は需要價格であり．ｘは需要される数量である．心はj･における変化を，
まナゴ心はｘにおける変化を表わしている．需要の特質として價格が下れば需要量炉まし，價格･
が上れば需要量はへるのであるから，亦と心とは符号炉反対になるであろう．ズと夕とは正
なる数であるから. (1)における需要の弾力性は負である．従ってこれを避けるすこめに負号をつ
け，正なるものとして定義するのが一般である炉，本稿では弾力性の符号炉必要であるから負号を
つけないで其のままにしておくことにする．供給幽数x = sCが）にっいても弾力性は（1）によって
定義されて供給の性質上，其の値は正なる数である．
　弾力性（1）は次の如くにも表現される.
　　　　e^dloｇｘ/ｄ＼ｏｇｌ)＝Ｅｘ/Ei)（2）
　（2）によれば弾力性は價格を対数に変換したものを以て数量の対数を微分し了こものである．これ
を　Ｅズ/ＥＤの如く表わすことにすれば弾力性が微分係数の如き表現をとるのであるから，弾力性
計算は極めて便利になってくる．事実ズと夕とを対数に変換しておけば弾ﾌﾟJ性の微分法的取扱が
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可能になるのであるから微分に関する計算は弾力性にあてはまるのである. (1)による蝉力性の
計算法炉間接法と呼ばれるものであり，（2）は直接法と名付けられる．直接法は上のような有利
な点をもっておｂ，これによって弾力性計算は著しく短縮され，ま了こ操作に容易な形式をとること
になる．
　上述の如く直接法は弾力性の微分法における取扱を可能にするものである加，このことはますこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（l）Samuelson　によって導入され7こ動学的安定条件を弾力性に適用することを可能ならしめるもので
あると思われる．動学的安定は需要が供給に超過すれば價格を睦貴せしめ，反対に供給炉需要に超
過すれば價格を下落せしめるという基本的仮定を，次のように定式化している．需要函数，供給函
数を上記の如くぉけば，この仮定は
si即誉= signCｄＣＤ)－sり)〕 (3)
の如くぉくことが出来る．ここで誉は價格の時間的変化卒である．玖に函数の形をとり(3)
を満足するように
　　　　等＝Ｆ〔ｊ(夕)－s(夕)〕　　　　　　　　(4)
とすろことが出来る.(4)において成夕)－s(夕)＝Ｏならば即ち需要供給が均衡していれば，(3)
にょってFCO〕＝Oである. (4)の展開を行い，この方程式をといて安定条件を求めることにな
るのであるが，弾力性の安定条件をうる7こめには需要函数，供給画数及び價格を対数に変換してお
かねばならぬであろう．そこで，いまこの変換を需要函数，供給函数
　　　　ｌｏｇｊ(ｊ)＝Z)(瓦)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ　　　(5)
　　　　logs(:夕)＝Ｓ(ｊ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(6)
に行い，ま7こ價格も対数に変換してlogf≫=ｐ即ち
　　　　j･=ｅｘｔ(？)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(7)
とし, C5), (6)の函数をD(p-), scp:)と書くことにする．これで(3)と同様に
　　　　sign蚤= signCDCP)-S(？)〕　　　　　　(8)
この式を満足する様に
　　　　登＝77(z)(め－ｓ(Ｆ)〕　　　　　　ミ　　(9)
とおくこと炉出来るであろう．新しい需要函数，供給函数と，もとの函数との関係は次のように考
えることが出来るであろう．價格夕に対して
　　　　(dCp)-sり))＞＝＜ｏならば(Ｄ(ｐ)－ｓ(夕))＞＝＜O　　　　　(1o)
'である．初めにidCt･)－s(夕))＞ｏならば(D(p:>-S(夕))＞Ｏなることを考えよう.ｊ(夕)－s(夕)
＞Ｏよりて(jﾀj卜>1, DC夕)－ｓ(夕)＝ｌｏｇ一回ま卜＞Ｏである．双方が負になることも同様に成立つ．
ま仙f(友)－s(が)＝Ｏなる需給が均衡する價格夕に対しでは∂(夕)－ｓ(夕)＝Ｏになるであろう．
従ってもとの需要函数，供給函数における均衡價格と，変換を行っすこ後の二つの函数におけろ均衡
價格とは同一である．このようにして(10)の成立つことは明かであるが，一般に変換(5)，(6)
を行うときは．ある價格について変換前の需給関係炉超過需要にあるとするならば，其の價格につ
いて変換後の需給関係も超過需要であるであろう．まi二別の價格について変換前の需給関係炉超過
供給であれば後の需給関係も其の價格にづいて同様に超過供給で.あろう．ま7こ均衡價格も，この変
換にょって変化しないのである．
　上のような関係にある價格夕に対して変換(7)を行っすこ結果を仄？)Ｓ(だ)と書くことにす
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　れば，これは上述の関係にすこっ價格を対数で表現し7こものと云うことが出来るであ.ろう．一即占超過
　需要ｊ(ｊ)＞s(ｊ)を示す價格Z,に対しては超過需要Z)(Z）)＞Ｓ(Z）)を表わす價格j)が変換によ
って(7)に対吉して存在し，超過供給ｊ(夕)＜s(瓦)を示す價格に対しては超過供給dcp:)<s
　(Ｆ)を表わす價格？が存在する．ま7こ均衡状態dip) = sip)にあるj･に対しては同様均衡
　Ｄ(Ｆ)＝Ｓ(？)にある價格Ｆ炉対吉することになるであろう．
　　以上で変換前の需要画数，供給幽数と変換後の画数との関係を考え7このである炉，然しこのよう
　な関係を考えなくても最初から変換され了こ需要函数，供給画数より出発して，動学的安定条件を求
　めることは差支えないと思われるから(8),(9)の前提から始めることにする.(9)において均衡
　にあれば勿論j7〔O〕＝Oである. (9)の右逡は次のようにおきかえることが出来る，即ち右逡を均
　衡点についてMaclaurin展開を行い二次以上の高次の項を省けば
　　　　　登＝ｙ(O)(£)－Ｓ)　　　　　　　　　(11)
　更に右過のDCP)-SCP)･について同様の展開をすれば
　　　　　居ＪこO〕(.e°d-e°sXP一戸)　　　　　　(12)
　となる．ここにe°d.e°ｓは均衡点における需要，供給の弾ﾌﾟJ性であって(2)によって定義され仁
　ものである. (11)を(8)に対照してみれば77てO〕は均衡点における價格変動の速度と考えてよ
　いこと，並にこれは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀
　　　　　とてO〕＞O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(13)
　でなければならないことが了解される．ｊｆ〔Ｏ〕＝Ｏであっても. H'CO〕＜Oであっても(Ｕ)は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー(8)をみ7こさないであろう. (12)の解は時間ゼロの初期の價格を？とおけば　　・
　　　　　PCO = P°十(75一戸ｏ)ｅｘｐ(Ｈ代ｅｏｄ－／ｓ)Z)　　　　　　　　　　　(14)
　で呉えられる．均衡が安定である7こめには. (14)においてj1・ j)(Z)＝Ｆ°であることを要する
'からこれが7こめには(13)を考慮しで
　　　　　(ｇり－ｅ％)くO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(15)
　でなければならない．これが動学的安定粂件である．これは需要の弾力性が供給の弾ﾌﾞJ性よりも小
　でなければならないことを表わしている．需要の弾力性は本来負であり．，ますこ供給の弾力性は供給
　曲線が正の傾斜を‘もてば正であるから上の関係はみ7こされる．ますこ供給曲線が負の傾斜をもてば其
　の弾力性は負であるから，この場合には供給の弾力性炉需要弾力性よりも大でなけれぼならない．
　この(15)の安定条件をグラフに表現すれば超過需要は價格を騰貴せしめ，超過供給は價格を下落
　せしめるという最初の基本的仮定炉表現されていることが了解出来るのである．
　　上述しすこところは需要，供給の弾力性の安定条件であった炉，次に超過需要，超過供給の弾力性
　の安定条件を考えよう．超過需要はｙ(？)＝Ｄ(Ｆ)－ｓ(？)であるとする．ここ此画数も変数7こる
　價格も共に前述の如く対数に変換してあるとすると超過需要の蝉力性丿僣ニ，ある．これを
　ｇで表わすことにする．これに対して超過供給は－ｘ(z）)＝ｓ(j))－Ｄ(？)であり其の弾力性はーε
　になるであろう．
　　超過需要の安定条件を求めるには(9)を
　　　　型=八'X(p-)〕
とおいて．前同様にこれを解けば
　　　　　　　　　　ー？(Z)＝Ｆ°十QP-P゜)ｅｘｐ(Ｗｅt)
(16)
(17)
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をうる．Ｈ’ ＝Ｈ’CO〕は前述の(13)によって正であるがら，勁学的安定の7こlg）にはｇ＜･Oであ
るを要する,．即ち超過需要の弾力性は負であることを要し，超過供給の弾力性－ｇは正であること
を要する．このことは均衡点附近において超過需要曲線は負の傾斜をもち，超過供給曲線は正の傾
斜をも7こねばならぬことを意味する．
　　　註CO p. Ａ. Samuelson, Ｆ。undatitisが＆のzの仰山lalysis,pp. 260-276. ‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅲ
　多数の財の需要fJ持合に関する弾力性の動学的安定条件も上述し7こところに従って考えること炉出
来る．いま,バ固の財の市場があってf番目の財の價格をf>i．（j=1,…,n), i番目の財の需要画数
及び供給画数を叱（九,….^,,). s.C^i,･■･,ち）としよう‘．この函数と変数7こる價格に前の如く対数
変換
　　　　loｇｄｉ=Ｄｉ
　　　　loｅｓ;°Si　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
　　　　ｌｏｇかｰ=　Ｐ-
を行って
　　　　ｘi（ち･…μ）ぶ）＝柘（Ｐ１，・･･，Ｎ）一亀CP.i,…,？ぶ）　　　　　　　（1）
とおけばｘiは超過需要を表わす函数である．前節と同様に
　　　　signニだo.　　　　　0 = 1.…,功　　　　　　　　　（2）
　　　ｊｌＬ°H:(iX{)　　　　　　o-=i.･･･.≪)　　　　　　　　（3）
とおくことが出来るであろう．均衡であれば柘（O）＝Oである. (3)の右過を均衡点附近におい
てMaclaurin展開を行い，二次以上の高次の項を省けば
をうるここで上式における(帚)゜は均衡点における超過需要の弾力性であって
　(二dXi ＼゜゜句ｏ
とかけば(5)は
(i．i=ｉ，…,戒)
となるであろう．この方程式の解は次の形で呉えられる．
　　　弓CO = Pi°十八1句ｅＭ）（ｙ）｀
ここに（４,…,ら）は特性方程式
Ｈ≒ｅ°11-^
Ｈ≒e＼.
/(λ)＝
???
Hタ
≪ｅ°ｎ１
■" 1≫ 12
ＨＩ ｏ°
●●●
λ
●●●
H’　ｅｏﾀ12　°゛゛
(/=1.･･･.w)
(仁１,…ぶ)
H≒e＼n
Ｈ≒ｅ０211
???
H＼ｅ０,1ｓ‾λ
(5)
(6)
(7)
＝O（8）
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の根であり・句は初期条件と(8)の要素に依存ずる．根を実数部と虚数部ｋ分けてλパ£(秘)
+/C勺)とすれば･これは複素数を表わずか７(勺)゜Ｏとかくときは勺炉実数とな｀るのである・
ｊ(勺)゜‘βf゛とも｀けば　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　'‥　　ト
　　　　expC･９)゜ｅ)cp(Ｒ(勺)Z)(ｃｏｓβZ十z'sinβZ)　　　　　　　　　　　　　　呻)
とかくことが出来る．特に実数であれば･７(勺)＝叫＝Ｏであるから
　　　　expC勺Z)゜exp(i?(勺)Z)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(10)
　(9)，(10)を(7)に代入すれば動学的安定の7こめには
　　　　五'(勺)＜O　　　　　　　　(jJ･｀¨･”)　　　　　　　　　　　　　(11)
でなければならぬことを了解することをうる. (3)におけるＨ≒・0=1.･‥,戒)は上述の如く價格
変動の速度に当り，正なる値をとるものである炉，Ｌ.Ａ.Ｍｅtｚler及びSamuelsonはこれを調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1)節の速度(speeds of adjustment)と呼んだ, Samuelsonの初の論文　ではＨ≒を省いて(8)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2)を示し7このであるi)^, Metzlerはこの調節の速度について論じ, Langeもま7こ調節の速度を問題
　　　　　　　　　(3)にしているのである．各財の市場の調節の速度は異るものであるから，これを等しいとおい7こり,．
無視したりするのは一般性を欠くのであるから(8)のままで議論を進めよう．
　　さて(11)なる動学的安定条件をみ7こす7こめには. (8)の要素は如何なる関係にあらねばならぬ
であろう加．これを示す7こめに(8)を展開して次の如くぉく(以下便宜上均衡値の符号を省く)．
　　　　八λ)＝らλ”十α1λn-i.・・・十α,z＝O　　　　　　　　　　　　　　　(12)
ｲ旦しここに
αo°1，α1ベー1)Jj7？ii，α2＝(－1)2
ま7こ，∠jは
Ｈ≒ｅ,i
H≒ｅ２１
ｊ＝
???
―
??H’ie：：.Ｈ≒Ｈｉ
Ｈ勺eji H勺≪ij
゛゜・ら1゛(‾1)”j
Ｈ≒６,２　　・・・
召久∂22　　・・・
H’.ｅ。。
Ｈ≒ｅ＾ｎ
hｔｔｐ：／／www．／ ｐ ゛ ゛ ゛ ’ Ｈ≒･ｉ＾ｎｎ
●　●●
(13)
(14)
の関係がある. (8)はjaに関するyz次の方程式であるから，これを（12）に書き換えるとき其の
係数は（13），（14）となるであろう．さて動学的安定である7こめには（12）の根λ炉（Ｕ）を満
足しなければならない．即ち，λの実数部炉すべて負でなければならない．この了こめの必要条件，
充分条件を求めることは梢複雑な過程を経なければならないのである炉，其の結果を表示すれば次
の如くである．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　根λﾆ炉（11）み7こすすこめの換言すれば動学的安定の必要条件は
α１＞０，α２＞０，・・・ｉ ≪≪＞０． (15)
其の上に
　　　　A,> 0 , A,>0, A,>0,゜ ゛゛ｊ２＞Ｏ・ｊ４＞Ｏ，馬＞Ｏ，゜ブ゛　(16)
ならば充分条件となるのである．
　ここにAI，／12，a3，・・・　は
(18)
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　　　　　　　　　　　　　　　-
　’●　　●
≪≪-2 ≪,
(≪o = l)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　■Wにおける首座の小行列式である．これが動学的安定の必要条件，充分条件である．
　特に特性方程式（8）が対称であるならば根.gは凡て実数である．この場合にはDescartesの
符号律によって(12)の係数の符号の変化を数えることにより，ヌ炉凡て負根なる7二めの必要且充
分条件は(15)であることが判る．特性方程式が対称である時には(15)によって動学的安定の条
件が呉えられるのである．
　斯る安定条件から(13), (14)の関係を通して多数財交換の場合における弾力性のみ7こすべき条
件が求められるであろう．斯様にして得られ了こ弾力性動学的安定条件と弾ﾌﾟJ性によるHicksの完
全安定，不完全安定との関係を次に考察することにする．動学的安定の必要条件，充分条件を上述
のようにおくことによって，これとHicks安定との関係を考慮するのにより好都合になっ7こので
あ.る. Hicksの安定粂件は次のように論明される，前出（1）の如く，價格，数量が対数に変換
され記超蝸需要幽数を價格で微分するのであるが，微分係数を玖の様に表示する．先づ超過需要
耳を任意の價格弓で微分し7こところの超過需要の價格蝉力性は（5）で表わさ吟る．また弓を
Piで微分し7こ･價格巧のぢに関する弾力性は
　ｄｐ．　＿Ｅ朽　　　　　　　　　　．，．
ｉ万回一浬筝匹　　　　　a,j-lr:-.ヵ） (17)
で声わされるとすれば，超過需要篤を價格弓で微分し7こ超過需要の九弾力性こ々-（り＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ElJi．1,….≪)は（1）より次の如くなる．
　£χ1
同仁９1
£ズ･
胎や1
???
Eχ，1
巧元＝咄
Eｐ,
-£ぢ
£九
-£九
Ｅ飢
-£ぢ
Ei>，
-
£九
Ep,
-£九
Ep，
-£鳶
十　十らi十　十ｇ切
畳
十”・十りi十 十ｇ油
毎
-----こｇ．一一一一-i｀゜ｇ＿＿。-
十゜゛’十ｇ戒,十゛‘゜十％ｓ
£ち
一五為
上式を狽立し7こﾀ，佃の式とみれば左逡は，当該財の超過需要のｆ財價格弾力性を表わし，右適は
これが他財價格のｆ財價格に関する弾力性を考慮する時. ≪ mの價格の夫々に関する当該財の超
過需要弾力性の和に等しいことを示している．勿論超過需要の弾力性のうちには負の超過需要即ち
　　　　　　　　　　弾力性の安定条件　（国　沢ｙ　‥　　　　　　　　７
超過供給弾力性が存するこ,とが考えられる。いま，川固の財の市場を連結して相互に共通な弾力性
を考える場令，ぢなる價格状態に対して弾力性が変化し，この結果ｆ財以外の市場では
　　　£り　　　　　　　（映j）
　　　‾巧ごＯ　　　（回,‥･。）　　　　(19)
となり，ｆ財市場では
＜０ (f＝1,…ぶ)
＞０，・・ (－1)町＞０
ﾘﾆ始づ）
(20)
(22)
Eｘ：
-
£ぢ
と’なる時，即ちｊ財市場における超過需要弾力性の安定性が他市場における超過需要悍力性の九
に関して非弾力であることにょって実現される場合，ｆ市場は不完全安定であると定義される．不
完全安定を実現する7こめの条件は（19）を(13)に代入してづとﾄを求め，これを（20）にょって
負とおい7こもの，即ち
　　　背＝士＜Ｏ（j＝i．…,功　　　(21)
である.‘上述し7こところはｆ財市場にっいてであっ7二からま勿論任意であるから，7個の市場凡
てについて不完全安定を考えること炉出来るのであり，若し凡ての市場について不完全安定が戒
立てば市場細織が不完全安定である. Hicksの不完全安定はこれをさすのである．７はC14)に
示されている行列式において亙勺＝!，Ｇ＝１,２,…,以）とし了こものであり，ま了こ几は７におけ
る喰の余因数である．これに対してｆ市場における完全安定とはｆ市場の不完全安定が他市場
祀おける如何なる價格との組合に関しても成立つことであって，残余の價格は常数と見倣される．
従ってｆ市場完全安定は(21)式の関係が７の任意の小行列式について成立つことを意味する．
ｊ市場の完全安定の定義は全市場に及ぼすこと炉出来，其れは次の如くなるであろう．
･ii・,･|:1ﾊﾟ
jj
l
　以上述べ7こところによってHicksの不完全安定，完全安定を弾力性を用いて定義し･7このである
炉，これらの行列式において其の要素を弾力性の代りに微分係数を以ておき換えすこもの炉，本来の
Hicks不完全安定，完全安定の条件式である．ところでこの様なHicksの安定条件は，完杢安
定，不完全安定何れをとっても，各財の市場において其の財の超過需要の價格弾ﾌﾟJ性が負であると
いう安定条件をみfこしているのであって，斯る安定条件をもっ各市場から構成される市場絹織は安
定であるとするHicksの考え方は，ｆ市場の安定条件を片1,･･･,7z　として全市場の安定条件と
なしうるとするのである. MetzlerはHicksの方法はone thing at ａ time であり，これでは
同時に多数財市場の安定問題には必ずしも適用されえないと論じ7こ．このことは多数財市場の一時
点における安定には, Hicksの分析では各價格炉同時に異っ7二方向に動かねばならぬことをさす
ものであろう．然しこれは各價格がこのような異っすこ動きをなしうる関係にあればよいわけで，現
実に異っ7二動き･をしなくても差支ないであろう.7こだHicksの安定は概念炉複雑であって動学的
安定に比して，安定性に関する明確さを,欠いでいると思わ･れるのである.
　Hicksの安定条件と動学的安定条件とは，前者炉詐学的色彩をもっている点から後者とは異っ
ているところが認められるのであるが，動学的安定は價格が均衡点の附近にある時，これに赦斂す
る7こめの条件を呉えるものであるから, Hicks条件も安定である7こめには，この動学的安定を満
足すべきこと炉考えられる．この立場からHicks条件との比較乃至批判炉されうると考えられる．
尤も前述し7こ動学的安定が動学的安定の唯一のものでない，他にも存するのであろうから，これ等
８
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からもHicks条件の批判を行いうるものが存在するであろうことは考えうるところである．
　動学的安定の必要条件　充分条件にっいては上述し7こ通りであるが，先づ市場組織が. Hicks完
全安定である場合には(22)が成立つのであるヵヽら，これは動学的安定の必要条件(15)を常に満
足するのである炉，今一つの動学的安定の必要条件ｱﾆる（16）にっいては，（16）の条件から判る
通り　Hicksの完全安定(22)はこれを充7こすに至らない．従って動学的安定の充分条件(15),
　(16)もみ7こすことは出来ないと云わねばならない. Samuelson i^ Hicksの安定を批判し7こ文
章の中で完全安定は動学的安定の必要条件でも充分条件でもないと述べているのは,（5）多少言いす
ぎであると思われる．即ち完全安定は動学的安定の必要条件(15)をみ仁しているのである．充分
条件にっいてはSamuelsonの言っている通りである．特に二つの財より成る市場相織において
は, Hicks.完全安定条件は動学的安定の必要条件（15）のみならす, (16)も常に満足するのであ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）つて，従ってま7こ常に充分条件(15). (16)も充7こすのである．
　ま7こ特性方程式（8）炉対称であれば，前述し7こ如く（!5）によって動学的安定の必要且充分条
件炉呉えられる．従ってこの場合にはHicksの宗全安定粂件(22)によって動学的安定の必充条
件炉み7こされるのである.
　Hicksの完全安定条件炉動学的安定の必要条件，充分条件に対して有する関係は以上の如くに云
えると思われるのであるが，不完全安定(21)は，動学的安定の必要条件，充分条件阿れも満足し
えないことが了解出来る．
　調節の速度は動学的安定と, Hicks安定との関係を考える場合どの様な関連を有するであろう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）か．この問題にっいては既に, Metzlerが詳細に諭じているところである炉，上述しfこ動学的安
定の必要条件，充分条件に対するHicks条件の関係を考えすこ際既にH',> 0, (? = 1,…,w)とし
て暗に考慮されているのである炉．調節の速度を特に取上げれば玖の如く云えるであろう．先づ特
性方程式（8）が対称なる場合には（15）炉動学的安定の必要且充分条件である. Hicksの宗全安
定はこの必充条件を調節速度の正なる以上其の値を問わす充すのであるから, Hicksの完全安定
　（22）炉成り立てば各市場調節速度の正なる値の如何に拘らず動学的安定は成立する．換言すれば
　(22)の成り立つ以上動学的安定は各市場の調節速度より孤立である．若しHicksの完全安定が
考慮されなければ動学的安定の成立（15）のうちに調節速度炉関連をもっこと炉考えられるのであ
る．
　特性方程式が対称でない場合には動学的安定の条件(15)は前の如く調節速度の正なる値の如何
に拘らずHicks完全安定によって成立するが，条件(16)は調節速度炉正なる制限だけでは，
Hicks完全安定で満足するには至らない．従ってこの場合の動学的安定は. Hicks完全安定が成
立するとしてもこれだけでは成立つものでなく調節速度の正なる値が，動学的安定の成立に関係を
　　　　　　　　　　　　　　　　（8）有することが考えられるのである．
註（Ｏ　Ｐ. S. Samuelson, "The Stability of Equilibrium: Comparative Statics and　Dynamics”.
　　　　　£じのlometダica, IχCl94l), p. 1 10.
　（2）Ｌ. Ａ. Metzler, "Stability of Multiple Markets : The Hicks Conditionｓ.”　Ｅｃｏｎｏｍｃtｒｉｃａ,
　　　　　χIll, Oct., 1945.
　C 3 ) O. Lange, Price Flcxibilitタ，7,?£。zがりment, 1944, pp.98―100.安井琢磨，循岡正夫両氏共訳
　　　　　「價格伸縮性と雇傭」147―8貞．
　（４）拙稿「サミュエルンン安定とヒックス安定との関係」，経済思潮第12,≫, 170貝．
　（５）Ｓａｍｕｅｌｓｏｎ，Ｆｏｕｎｄａtｉｏｎｓ　ｏ∫ＥｃｏれｏｍｉｃＡｎａりｓiｓ1948, pp.:?72-8.
　（６）必要条件（15）は完全安定条件によクて，常にみたされるから，必嬰条件（16）が完全安定条件によクて
　　　　，また常に充たされることを云えばよいわけである．必要条件(16)は
（７）
（８）
弾力’性lの安定条件’（国　沢）’
　　　　　-
０
α２
.αo＝1
９
において. A,°α1， j42°α1α2の両式のうち何れか一方の式が正であればよい.α1. ≪2はCl3>
によクで奥えられるのでHicks完全安定が成立てばα,>0, ao>0であるから/11＞0，/12＞Oであ
る.
Metzler, Sta細心がMultiple Mark･･ts
特に二財より成る市場組織では前迦の如く(15), (16)の条件が調節速度が正なる以上其の値に拘らず
Hicks完全安定でみたされる．よクてこの揚合には動学的安定はHicks完を安定が成立てば調節速度よ
り独立である．．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ⅳ
　これまでのところは弾力性の動学的安定条件及びこれがHicks安定との関係にっいてであっ7こ
が，本節では均衡方程式における未知数がparameterの変化によって如何に変化するかを考察す
る比較静学を，動学的安定条件を用いて考えるこ･とにする．比較静学には二種類炉考えられる，第
一は消費者行動，企業の生産活動においてみる如き極大効用，極大利潤あるいは極小費用等の極値
の条件が存するものである．この場合は第一階の極値条件式においてこの式の数に等しいだけの未
知数をと.り，残余の未知数をparameterにとれば，未知数はparameterの値に態じて極値条件
をみ7こすところの値をとるであろう．これを均衡値と考え，第一階極値条件式を以て均衡方程式と
するのである．ところでこの均衡方程式体系は第Ｔ階極値条件をみ7こすだけでは安定とは云えない
から第二階の極値条件をみすこすことが安定条件として要求される．従って斯る場合の比較扉学は第
二階の極値条件を安定条件として利用する．第二はKeynesの均衡方程式の如きいわゆる巨覗的
体系で上のような微覗的体系における極値条件は考えろことが出来ない場合である．従ってこの体
系の比較扉学は別個の安定条件を考えなければならない．このような時Keynes体系の如きを動
学的体系の特殊の場合として，動学的安定条件を用いることを可能にし7このは，比較静学における
Samuelsonの貢献である.7こだSamuelsonの比較静学は序論において述べた如く質的変ｲﾋﾟの考
察であるが，これを量的なものにする7こめに弾力性の安定条件を考え仁のである．以下これについ
て述べることにする．
　考察するKeynes体系としてはL. R. Kleinの示しているものを.とり，この体系のうち更に其
の一部分の方程式
S(7･，ｙ)＝７(ｙ，ｙ)
Ｍ＝£(ｒ，ｙ)
???????
について考えるこどにする. (1)は投資，貯蓄の均等を示すもので，2･は利子率，ｙは所得であ
る.（2）は現存の貨幣荒炉流動性の7こめに欲求する貨幣量に等しいことを表わすものである．勿論
この流動性選好の7こめの貨幣量は取引用のみならす投機用の貨幣量を含むものである.（1），（2）
共にｒを除いて其れ以外の数量はすべて賃銀単位ｇで割ってあるが簡旱のすこめにｇの添字を省
　　　　　　　（1）くことにしすこ．
　いま（1）に投資画数の上方への移動を表わすαなるparameterを入れて
　　　　SQr.Y:)=/Cr,y)十α　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
として，これを(2)と共に均衡方程式と考える時には，αは今述べ7二如くparameter.ま7こ肘
は銀行絹織によって供給される貨幣量で，これもparameterとして房えれば. (2) (3)はr, Y
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なる未知数を含む二つの方程式となってparameterの値が定まるときは，未知数の値は均衡値と
して求められる．この方程式体系において，Ｍ，αが変化する時未知数炉如何に変化するであろ
うか．先づＭ炉変化するとしよう．これに対して各未知数の変化を考えうるのであるが，ここで
は所得のみをとｂ其の変化を考察する．前述の如･く（2），（3）における変数，画数をすべて対数に
変換しすこ上＼ogMで微分するとＭに関するｙの弾力性は次式によって呉えられる．
且=(晋一晋∩爵(晋一昔卜等(晋一冊)|……(･)
上式によって左過の弾力性を求める7二割こ動学的安定条件を用いようとするのであるが，この7こめ
忙次の動学的体系をおく．
一一ｊy＝ＨＵ(ｙ,ｙ)十a-SCr.Y^-)
　ぶ
　Ｏ＝£(ｙ,ｙ)一皿
????『???
この動学的休系で（5）は投資が貯蓄をこえれば所得が上昇し，貯蓄炉投資をこえる時は所得炉低
下することを意味する．投資と貯蓄が等しくなる均衡では所得は変化しない.（6）は貨幣の流動性
選好の7こめの欲求量と現存の貨幣趾との関係であって，こ･の両者は均衡していると，この場合仮定
･しすこ．然る時は（5），（6）の解は次の形によって呉えられるであろう,．
ア
t- こに
　ｙ＝ｙ°十ゐleｘｐ(λZ)
　ｙ＝ｙｏ十ん2eｘｐ(μ)
λは特性方程式
FＩ ・　ＥＳ
一一一Ｅｒ　　Ｅｒ
　　£乙
　　-
£ｙ
Eｌ　　ＥＳ
一一--λ£ｙ　£ｙ
　££
　-
£ ｙ
???
??
?????
一
一
０ (9)
の根であるごま7こ（9）の第一行の要素に附加せられる調節の速度亙ベ:O〕は，この場合考慮しない
ことにして１に等しいものとし7こ. (9)を書き換え
　　　有（昔一讐ト廿（有一豊）一昔＝，　　（10）
とすれば（7），（8）炉安定である7こめにはこのλが負でなければならないところで昔眸流知
性選好の利子弾力性であって．これは負なることが認められているが，ゼロなる時即ち利子非弾力
なる時は，ヌは不定となる．従って安定条件としては昔＜Ｏでなければならない．礎って（10）
は
服(管一誉卜警(冊一冊)ト， (11)
であることが安定条件として要求される．いま（5［］, (6)の動学的体系の特殊な場合として. (2),
　（3）の均衡方程式を包含するものとすれば(11)の動学的安定条件は（2），（3）の方程式もこれ
をみ7こすべきである．よって比較脈学（4）においても，動学的安定条件（Ｕ）は，妥当しなけれ
ばならない．然し（4）を(11)で制限するだけでは所得の貨幣蝉力性は求められないから，更に
条件を附力llすることを要する．以下これを考察してみよう．
　１．先づ（4）の分子について
£/
一一
£ダ
£Ｓ
-＝０
£ｙ
(μ)
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なる時は普=70である．即ち貨幣量垣増加しても所得を高めることは全くない．然し（12）の
成立つ時は安定条件（Ｕ）に拘らないこ.とになるのであるから，この場合の比較静学（4）は不安
定というべきであろう．一般に（12）の成立つのは投資の利子弾力性と貯蓄の利子弾力性とが等し
いか，或は双方がゼロ加である．ところがこの二つの弾力性について　　　　　．．　　ヽ　＼
　　　晋≦ｏ’|ｼﾄ≧ｏ　　　　　ｊ　　（功
なることを考えると, (12)の成立つのは投資の利子弾力性と貯蓄の利子弾力性炉苓にゼロになる
時である．斯る場合は貨幣荒を玲:加する政策炉所得を高めるこ･とにならないが，動学的安定条件犀
.拘らないｔﾆめに，この結果は不安定というべきであろう.
　2. (13)から考えると（4）の分子については
　　　晋一普くO　　　　　　　　　（14）
でなければならないから，この条件から論を進め行くことにする.（4）の右避の分母，分子を（14）
で割ると
EＹ　　。／{ＥＬ　　ＥＬ　(冊一冊)
ミ=ソ勝一天飛ド孚
つ
となるから(15)の分母を取出して考察する．分母は安定条件（11）から
爵子(発一発○争芸)
(15)
(16)
でなければならないここで服は前述の通り負，ま7こ流動性選好の所得弾力性倍は正である
が¨これら千（14）を考慮に入れても（16）の右過に肯符号が未知の項倍一倍が存する．
これにっいては(5), (6)の動学的体系において，利子率が中央銀行の政策に･よって一定にされ紅
とすれば．・は常数になると共に（6）は脱落して,,(5)からは斯る場合の安定条件として
　　　磨一倍＜O　　　　　　　　　(17)
をうるのである．貯蓄の所得弾力性は正であり，他方投資の所得弾力性はゼｐとして, Samuelson
では取扱われており，ま7こ正であるとすれば貯蓄の所得弾力性よりも小なる数でなければならぬこ
と炉（17）によって示される．以上の考察の結果（16）.の左洽は正，右過は負となってこの不等式
はみ了こされていることになる．以上で大体の見通しがっいﾌ:ﾆから, (15)式にかえり所得の貨幣弾
力性を求める7こめに，項を分けて考えれば次のようになると思われる.
　(a). (15)の分母における屠のとる値によ゜で区別してゅくこと炉便利であﾃﾞ5と思やれる・
洗づ菅がゼｐではない炉，ゼロに近い負数とすると，これが掛っている項全休は無叫されて
£ｙ　　　　　££
-＝１／一一ＥＭ　‘ダ　ＥＹ
(18)
となり，所得の貨幣弾力性は流動性選好の所得弾力性にょって決定される．このことは，普が
ゼロに近い場合では利子率が極めて高いことを意味するから投資は殆んど行われないことを意味す
るものであろう．従って貨幣の増加は取引川貨幣として用いられ，これにょって所得を増加するこ
とになるであろう．所得増加に対する貨幣の勅果ばこの様な場合（18）にょってj流動性選好の所
得弾力性の大きさで決ｙ）られる．づylｼが１より小であれば所得に対する現在の割合以上に貨幣は
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所得を高めるであろう．１よりヽであればある程，貨幣の所得に対する効果は大となるであろう．
反ﾇ皿爵がｌより吠゛やれば貨幣は所得を現在の割合以下の卒７ますことになる．然し診
炉極めて小なる場合には芸もま7ご小なることが考えられる．従ってこのような，いわゆる後進
国においては所得をます7こめに貨幣の数量を増加することは有効な政策である.
　（b）.ぞとカペａ）の時よりも大なる値をとる様になると，貨幣効果は（ａ）の時よりも小とな
ってくる
晶
ろう．このことは(15)において二ぞをの関連している項（（16）の右辺）が前述のよ
うに負であるからである．分が（ａ）の時よ
♂
可能性がます如き状態になって，何故貨幣効果が減少するであろうか．新貨幣は取引用のみならす･
投資用としても用いられるであろう．然し分がますにっれて投機用として祉有する遊休の貨幣
歪がましてくるのであるから，新貨幣はま7こ，遊休の貨幣を増力11することにもなるであろう．貨幣
増加の一部分が遊休となること炉，貨幣効果の上らない理由であると考えねばならぬであ･ろう．仮
りに投資の利子弾力性分が極めて大となって，分の関連項全休を無硯じうる様叫なっ7こと
すれば,‘(18)にょって.所得に対する貨幣効果が考えられる’ことになる．即ち貨幣効果の最も大な
る場合（ａ）に帰する．これは新貨幣の遊休となる部分か投資に全部吸牧されずこものと考え得ない
であろう力ぐ　べ弧が小となるにっれて，貨幣の所得効果は小となるであろう．貯蓄の利子弾力
性分にっい
方今と同様のことが云える．この両弾力性の平行性は貯薔投資の均衡を前提と
する（1）又は（3）によるものであろう.
（ｃ）･分が極めて大とな？で貨幣の所得効果の判定が分にょって行われるようになると，
貨幣効果はゼｐである．即ちづ万石＝Ｏである．これはKleinの主張する高度に発達し了こ国につい
て妥当する場合であってKeynes理論炉よくぁではまる．新貨幣は殆んど全部，遊休の貨幣をま
すことになろであろう．利子は極めて低く最早低下しない，投資はまさす，取引用貨幣の増加も問，
題とならす現状が維持されるであろう．従って貨幣増加は所得増力匹何等貢献しないであろう．
’上述し了こ所をまとめると，流動性選好の利子弾力性が殆んど非弾力性なる場合には所得に対する
貨幣効果は最も大である．流動性選好の利子弾力性伺単力性を加えてくるにっれて，貨幣効果は漸･
次小となり，利子弾力性が極めて大となれば，貨幣効果はゼｐとなるであろう．従って貨幣増加に
ょって所得増加の効果炉ないときには投資を増加する政策炉採られる．次に投資増加政策が所得推
力11に如何なる効果を有するかを考察しよう．前述し7こ均衡方程式（2），（3）においてαなる投資
両数の上方への移動を行う時，これ炉所得に及ぼす効果を見るすこめに（２），（3）においてαに関
する弾力性を計算して，
昔=働祐睦(昔一昔ト普(公一公)|　(19)
をうる. (19)の分母は動学的安定条件（11）によって負である．ま?こ（19乃の分子脂は前述し
了こところによってゼロでなく負数であるヵヽら，これで（19）の右洽の分母，分子を割ると
.£ｙ
-＝
’£α ］呉(首一首)££- £ｙ 大川
となる．然る時は（20）の分母は安定条件（Ｕ）から
|ﾆ作(昔一昔)-(嗇一呉卜
(20)
(21)
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　である．前と同様普＞O／登＜０，まfこ（14）から（21）の第１項は正丿第２項は(17)
　にょって負であるぷﾌﾟぶ(21)はあ1される．次に丿曼の大きさにょって順次|考察しよう．
　　（ａ）．先づ登がゼふに近い時は，（20）の分轟極めて大となるから登はゼ吋
　資を増力「1しても所得は殆んどまさないであろう. (20)式は貨幣量Ｍを不変とし7このであろから流
　脂性選好の利子弾力性が極めて小なる場合には，貨幣足を増加しないで投資を増加しても殆んど所
　得をまさないであろう．即ち流動性選好の利子弾力性が極めて小なる状態では利子率炉高く，遊休
　貨幣に殆んど保有せす民間投資の増力11は全く期待出来ないであろう．斯る場合政府が積極的に投資
’を行うことの意義は詔められる炉，貨幣量増加を伴わな･い政府投資は取引用の貨幣又は既に投資に
　向けられている資金を奪うことになり全休としての所得はまさないことになるのである．
　　（ｂ）．尋炉（ａ）の時よりも大になるにっれて，貨幣増加を件わない政府投資は所得増加の　　　　£ｙ　　　　　　　　．
　効果をまして･くる．それは一孝Ｌの増加にっれ遊休貨幣がますのであるから，この部分か政府投資
　　　　　　　　　　£ｙ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‾匹の貨幣的需要に向けられると考えられるからである．然し投資の利子弾力性音ヵ４めて大であ
　るならば，遊休貨幣は投資として殆んど全部吸収されているから，このような時の貨幣増力IIを件わ
　ない政府支出は，民間企業を阻害することになって所得厘加の効果は上らないのである．づFy炉
　小となるに従って遊休貨幣の余裕炉見出されるから，政府投資の所得増加の効果はましてくるであ
　ろう．貯蓄の利子弾力性登にっいてもづFかと同様のことがいぇる.
　　（ｃ）登が極め大となると(20)は
冊=ソー(丑一昔) (22)-
となって投資の所得に対する効果はこの式によって判定される．登が極めて大であるから遊坪
貨幣が多衆に存在し，政府投資は行っでも遊休貨幣がこれに向け,られ，民間企業を阻害することな
く所得増加の効果をもすこらすであろう．ますこ利子率は充分低く最早下らないのであるがら，民間投
資は望まれず所得増力11のすこめには政府投資を必要とするのである．この際どれだけの所得増力11をも
7こらすかにっいでは(22)･の右過の示す如く，投資の所得弾力性と貯蓄の所得弾力性によって決定
せられるであろう，
　これを要するに流動性選好の利子弾力性が極めて小なる時には，貨幣数量増加が所得増加に有効
である．政府投資も貨幣量増加を伴わなければ効果がない．流動性選好の利子弾力性が次第にまし
てくるにっれて貨幣数量増加による政策は，次第に其の効果を減少し来ると共に政府投資が効果を
ましてくる．流動性選好の利子弾力性炉極めて大となれば，貨幣政策は効果を消失し，政府投資に
よって所得をます政策をとらねばならぬことになるであろう．
　　　註CO L. R. Klein, Tfie瓦りnesi雨飛zμ心的n, 1947　p. 202.篠原三代平，宮沢健一両氏共訳
　　　　　　「ケインズ革命」260―1頁．本文にポした（１），（２Ｊ）の方程式の外に　Kleinは貨幣所得が実質
　　　　　　所剔こ物價水準を宋じたものに等しいことを表わす式，生産函数，労働の需要函数，労働の供給画数
　　　　　　を表わす諸式があつで，（１），（２）と共にKleinのＫｅｙｎｅｓ体某を掬成する.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和29年10月30日受理）

